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１．はじめに 

現在，世界の CO2 排出量の 4%を占める日本は，2050 年

までに CO2 排出量を現状比で 60%から 80%削減することを

目標として，様々な低炭素技術を普及拡大することが重要

であるとの認識が広まりつつある．しかしこれまで, 日本

の 2050 年までの経済，エネルギーを総合的に考慮したエ

ネルギー需給の分析例は少なく，このような日本の超長期

見通しの作成が，効果的なエネルギー政策を立案する上で，

今後その役割が大きくなると考えられる．そこで本稿では，

日本の 2050 年までのエネルギー需給分析の枠組みを構築

し，CO2 排出制約下における技術の普及とエネルギー需給

に与える影響を評価する. 

 

２．モデルの構造と推計結果 

本稿で作成したモデルはトップダウン型の計量経済型

モデルと，ボトムアップ型のコスト最小化型技術評価モデ

ルを組合せた統合型エネルギー経済モデルである． 

 

• GDP,GDPｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ
• 産業別生産指数
• 業務用延床面積

海外要因 ： 世界貿易、為替レートなど
経済政策 ： 公共投資、税負担、社会保障など
人口要因 ： 人口、高齢化、世帯、労働力人口など

ｴﾈﾙｷﾞｰ価格 ： 原油、LNG、石炭輸入価格

外生値

計量経済モデル

目的関数： システム総コスト ⇒ 小化
制約条件： エネルギー需給バランス等

線形計画モデル

• 終エネルギー消費(部門別エネルギー源別)
• 転換部門エネルギー消費(電源構成、石油精製等)
• 一次エネルギー消費
• CO2排出量

• 一般物価
• 主要製品生産量
• 旅客・貨物輸送量

MARKALモデル

 

図 1 統合型エネルギー経済モデル 

 

計量経済型モデルのベースは，日本エネルギー経済研究

所が開発した長期エネルギー需給モデルであり，経済産業

省資源エネルギー庁から発表されている日本の長期エネ

ルギー需給展望の作成にも公的に活用されている．コスト

最小化型技術評価モデルのベースは，日本原子力研究所に

より開発された日本版 MARKAL モデルである．本稿では，

両タイプのモデルを統合的に利用することで，2050 年ま

での日本のエネルギー需給シナリオを計算する． 
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図 1  CO2排出量の比較 

 

BASE ケース(CO2 排出制約無し)では，電力，産業，旅客

輸送部門において CO2排出量が特に減少する．電力部門に

おける CO2削減は，火力発電の高効率化や，再生可能エネ

ルギーの導入拡大に由来し，旅客輸送部門における CO2削

減は，クリーンエネルギー自動車の拡大に起因する．CO2

制約ケース(2050年のCO2排出を2005年比6割削減)では，

BASE ケースでの傾向に加えて，電力部門においてさらな

る CO2削減，および CO2 回収，貯留が進展する． 

 

４．まとめ 

 本稿では統合型エネルギー経済モデルにより 2050 年ま

での日本のエネルギー需給シナリオを作成した．今後は，

本稿で構築したモデルを用いて，中国，インドなど，今後

エネルギー需要の拡大が見込まれるアジア途上国を中心

にエネルギー需給シナリオを作成する予定である． 

＊  東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻 
＊＊ 筑波大学大学院リスク工学専攻 
＊＊＊ 財団法人 日本エネルギー経済研究所 

お問合せ：report@tky.ieej.or.jp




